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                           はじめに 

学校法人別府大学明星小学校では、すべての児童が安心して学び、成長できる環境を整える

ことを最も大切な使命としています。 

  学校は、児童の生命・身体を預かる場であり、同時に、未来を育む学びの場です。 そのため、

災害・事故・事件・いじめ・感染症など、学校を取り巻くあらゆる危機に対して、 「最悪を想定し、最

善を尽くす」姿勢が求められます。 

文部科学省は、学校に対し、 

• 児童の安全確保を最優先とすること 

• 組織的・計画的な危機管理体制を整えること 

• いじめ防止や重大事態への迅速な対応を行うこと 

のほか、事業継続計画（BCP）を含め、教育活動を継続する仕組みを整えること を明確に求めて

います。 

本マニュアルは、これらの指針に基づき、 明星小学校の教育課程・学校経営方針と整合性をも

って整理・作成した、学校全体の危機管理の基盤であり大綱です。個別には、詳細資料（担当者

による提案）があるものもあります。 

ここに示す内容は、 

• 児童の安全を守るための行動手順 

• 教職員が共通理解をもって動くための基準 

• いじめ防止・不審者対応・災害対応などの具体的な対応 

• 教育活動を止めないための事業継続計画（BCP） を体系的にまとめたものです。 

危機は、いつ、どのような形で訪れるか分かりません。 だからこそ、本校教職員は日頃から備

え、訓練を重ね、 「児童を守り抜く学校」としての責任を果たさなければなりません。 

4 月 1 日に策定しましたが、その後も、全国で学校事故が相次ぎ、文部科学省から校外活動・

移動中の安全確保、防火点検の徹底が強く求められました。本校でも、児童の安全・安心を第一

義に、保護者や教職員の意見を幅広くいただきながら整理し、年度途中ですが全面的に見直しを

行いました。 

 

 本マニュアルが、教職員一人ひとりの判断と行動を支え、 児童の安全と学びを守る確かな土台

となることを願っています。 

 

                        令和 8 年 7 月 7 日          校長  米持 武彦 

  令和 8 年 4 月 1 日策定 

令和 8 年 6 月 30 日改定 

令和 8 年 7 月 7 日改定 
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1 総則 

1-1 目的 
本マニュアルは、明星小学校における児童の生命・身体の安全を最優先とし、災害・事件・事故

等の緊急事態に迅速かつ的確に対応するための基本的な考え方と行動手順を示すものであ

る。 また、教職員が共通理解をもち、組織的に対応できる体制を整えることを目的とする。 

   本マニュアルは、学校保健安全法第 29 条に定める「危険等発生時対処要領」として策定す

るものであり、同法に基づき教職員への周知徹底を義務とする。 

1-2 基本方針 

• 児童の安全を最優先として、最も安全側に倒した行動を選択する。 

• 単独行動を避け、組織的に対応する 

• 最悪の事態を想定し、冷静に行動する 

• 情報共有を迅速に行う 

• 訓練を通して実効性を高める 

1-3 危機管理の対象 

• 地震・火災・風水害・大雪等の自然災害 

• 不審者侵入 

• 交通事故 

• 校内事故（けが・急病） 

• 重大なトラブル・事件 

• 施設の破損・危険箇所 

1-4 組織体制 

• 校長：全体統括、マニュアルの周知、補完、警察・消防への通報、法人への報告・相談 

• 教頭：校内指示・放送・状況把握 

• 担任：児童の安全確保 

• 事務：初期対応補助 

• 全教職員：役割に応じた行動 

1-5 関連計画との関係 

消防法に基づく消防計画、学校安全計画、学校感染症対応マニュアル等の計画と整合性をもっ

て運用するとともに、改訂時には相互に内容を確認・見直しし、齟齬が生じないよう調整する。 

1-6 校外活動・移動安全に関する基本原則（新設） 

・ 地震・火災・校外活動は「教育的意義」「安全確保」「保護者説明」を必須とする 

・ 移動手段の安全確保（徒歩・バス・貸切バス・レンタカー・公共交通）を明記する 

・ 引率責任者、計画責任者を起案時に本人の了承のもと実施要項等へ明示する 



2 災害対応 

2-0 地域・学校の危機管理前提（明星小学校） 

明星小学校が位置する別府市は、海・河川・山地が近接する地形であり、 地震・土砂災害・洪

水・高潮・火山災害など、複数の自然災害リスクが重なる地域です。 本章では、危機管理の前提

となる地域特性を整理します。 

 本校における災害対応は、上記の地域特性及び過去の災害履歴を前提として、「児童の生命を

守ること」「安全な避難行動を確保すること」「保護者への引渡しを安全に行うこと」を柱として構築

する。特に、通学路に河川・交通量の多い交差点が含まれることから、登下校中の災害発生も想

定した指導・訓練を行うものとします。 

① 本校周辺の地形（海抜・河川・斜面） 

● 海抜：明星小学校（野口原地区）は海抜約 20〜30m の緩やかな高台に位置。別府湾から

は一定の距離があり、津波浸水想定区域外。  

● 周辺の地形特性：別府市は扇状地と山麓斜面が連続する地形で、 上部は鶴見岳・伽藍岳

の火山地帯、下部は海岸平野が広がる。本校周辺は比較的平坦だが、春木川・境川の流域

に近いため、 大雨時の内水氾濫リスクがある。  

● 近隣の河川：春木川・境川が主要河川。大雨時には洪水・内水氾濫の危険性が指摘され

ている。   

② 過去の災害履歴（別府市は、歴史的に多様な災害を経験している。） 

● 地震：2016 年 熊本地震で震度 6 弱を観測。 建物被害が多数発生し、学校施設も影響を

受けた。 

● 豪雨・洪水：九州北部豪雨（2017）、令和 2 年 7 月豪雨（2020） → 春木川・境川流域で増

水・浸水の報告あり。 

● 火山災害：鶴見岳・伽藍岳の火山防災マップが市から公表されている。 → 火山灰・降灰の

可能性あり。  

● 土砂災害：別府市は山地が近く、土砂災害警戒区域が多数。 本校周辺は平地だが、通学

路の一部が警戒区域に近接する可能性あり（要個別確認）。  

③ 通学路の特徴と危険箇所 

● 特徴：住宅街・商業地が混在する地域で、交通量が多い時間帯がある。春木川・境川に架

かる橋を利用する児童もおり、大雨時の増水に注意が必要。坂道は比較的少ないが、交差

点・横断歩道の交通リスクが高い。 

● 想定される危険箇所 

・交通事故危険箇所（国交省データ） → 別府市内の主要交差点に事故多発地点が存在。  

・河川沿いの通学路 → 大雨時の増水・氾濫リスク。 

・夜間の見通しが悪い路地 → 不審者・交通リスク。 

 



④ 児童数・教職員数・特別な配慮を要する児童の状況 

● 児童数 

・全校児童数：215 名（R8.6.30 現在） 

・学級数：12 学級 

● 教職員数 

・教職員総数：25 名 

 管理職：2 名、教諭 15 名、養護教諭：1 名、非常勤職員 5 名、事務職員：2 名 

● 特別な配慮を要する児童 

・アレルギー疾患（食物）：40 名（エピペン保持 2 名） 

⑤ 地域の避難所指定状況 

別府市防災マップによると、石垣地区周辺には複数の避難所が指定されている。 （例：石垣

小学校、南立石小学校、野口原公民館など） ※正確な名称は年度版マップで確認。 

● 避難所の種類：指定避難所（地震・風水害）、津波避難ビル（海岸部）、福祉避難所（要配

慮者向け）があり、明豊キャンパス内の明豊高校アリーナは、別府市指定の「指定避難所」。 

● 明星小学校は、地域の避難所に指定されてはいない。保護者の会により、水、食料が児

童数に対して、１日分程度が用意されている。 

 

2-1 地震発生時の対応 

地震は予告なく発生し、教室内外を問わず児童の安全を直ちに脅かす危険がある。そのた

め、本校では「身を守る初動行動」と「安全な避難行動」を全児童・全教職員が共通理解し、訓

練を通して身に付けることを基本とする。 

    

 「サイレンの合図で机の下に身を隠す」 

1. 揺れを感じたら、児童に「ダンゴムシの姿勢」で机の下へ避難させる 

2. 揺れが収まったら、教頭の緊急放送を待つ 

3. 放送に従い、避難経路に沿って校庭へ避難 

4. 各担任は人数確認を行い、教頭へ報告 

2-2 火災発生時の対応 

   火災は、校舎内外のささいな火気管理の不備からも発生し得る重大な危険である。本校で

は、指導する側は、「煙を吸わせない」「炎に近づけない」「戻らせない」を原則とし、児童には、

「おさない・はしらない・しゃべらない・ふりかえらない」を合言葉として定着させ、早い避難を最

優先とする。 

• 火元を確認し、児童を火元から遠ざける 

• 放送に従い、煙を避けながら避難 

• 忘れ物を取りに戻らせない（引用）「忘れ物があっても取りに戻らせない」 

火災発生時には、教職員は消火活動よりも児童の避難を優先する。初期消火は、児童の

安全が確保され、かつ消火器等で対応可能な範囲に限るものとする。 



2-3 避難訓練の実施 

避難訓練は、単に形だけの訓練ではなく、児童一人ひとりが「自分の身を守る行

動」を理解し、実際に動けるようにすることを目的とする。また、教職員にとっては、

指揮命令系統・役割分担・情報伝達の確認の場と位置付ける。 

• 年間計画に基づき実施 

• 地震→火災の複合訓練を含む 

• 消防署講話・ユレルンダー体験を実施（引用）「消防職員さんのお話し」「ユレルンダー体

験」 

  訓練後は、児童・教職員双方で振り返りを行い、課題を次回に反映する。特に、避難に時

間を要した学級・経路上の危険箇所・指示の聞こえにくさなどを具体的に検証する。 

 

2-4 台風・大雨・大雪時の臨時措置 

「学校の判断で臨時休校等の緊急連絡を流す」 

• BLEND で一斉送信 

• 登校後に危険が高まった場合は保護者のお迎えで下校 

2-5 避難経路図※別紙避難経路図参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 不審者対応 

3-1 基本原則 

「止めるより守る」「一人で抱えない」「最悪を想定し、冷静に行動」を基本原則とする。 

不審者対応においては、教職員が不審者を取り押さえることを目的とせず、児童の安全確保

と被害の最小化を最優先とする。教職員は単独で対応せず、必ず複数での連携・警察との連携

を前提とした行動をとる。警察が学校に着くまでの約５～７分を目安とする。 

 

3-2 発見時の初期対応 

「無理に制止せず、距離を保つ」 

• 児童を安全な方向へ誘導 

• 職員室へ即連絡（場所・特徴・動き） 

不審者と判断される人物を発見した場合、教職員は接近・説得・取り押さえを試みるのでは

なく、「近づかない・関わらない・情報を伝える」を基本とする。児童を不審者から見えにくい場

所へ移動させ、施錠・バリケード等の防御行動を優先する。 

3-3 校内放送（暗号放送） 

暗号放送は、児童に不安や混乱を与えずに教職員間で危機を共有するためのものである。

全教職員は、暗号放送の文言と意味を年度当初研修で確認し、放送を聞いた瞬間に自分が取

るべき行動（施錠・児童の移動・廊下確認等）を具体的にイメージしておく。 

3-4 教室内対応 

教室内にいる場合、担任は、あらかじめ決められた行動を原則とする。 

（省略） 

これらの行動は、訓練を通して児童にも事前に説明し、「怖がらせる」のではなく「自分の身を

守る方法」として理解させる。 

 

 

 

 



3-5 役割分担 

※別表（分掌提案による） 

3-6 訓練計画 

• 警察講話 

• 事前説明 

• バリケード練習 

• 事後の振り返り 

 不審者対応訓練は、年 1 回以上実施し、「教職員のみの訓練」と「児童も含めた訓練」を組み

合わせる。   

 訓練後は、児童の心理面への配慮も行い、不安が強い児童には個別に声かけを行う。 

3-7 配置図 

※別紙配置図（分掌提案による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 交通安全・登下校の安全確保 

4-1 登下校の基本ルール 

「通学路は常に一定」「自転車では通学しない」 

4-2 交通安全指導 

「正門・横断歩道、東門での見守り」 

本校では、登下校時の見守りを交通安全週間、一斉下校時等の機会に行う。特に、交通量の

多い交差点・横断歩道、河川付近については、年度当初や家庭訪問時（４月末）に危険箇所を

共有し、重点的な声かけ・立哨指導を行う。 

4-3 一斉下校の体制 

「明豊グラウンド・芝グラウンド・徒歩・バスの担当配置」 

大雨・強風・不審者情報等により一斉下校を行う場合は、学年ごと・方面ごとに教職員を配置

し、児童が一人にならないようにする。保護者迎えの場合は、引渡し場所・動線を事前に定め、

混乱を避ける。 

4-4 保護者送迎のルール 

「北門から入庫し、駐車後に児童を迎える」 

送迎時の交通混雑は、児童の安全を脅かす要因となるため、保護者にはルールの遵守を繰

り返し依頼する。違反が見られる場合は、個別連絡や学年通信等で注意喚起を行う。 

4‐5 スクールバスのルール 

  「バスに駆け寄らない」「乗る際乗車カードを見せて」「バス中では、シートベルト、小さな声で」 

 （1）目的 

スクールバスは、児童の安全な登下校を支える重要な交通手段です。乗車・降車時の事故

は全国的にも多く報告されており、本校では 「走らない・押さない・飛び出さない」 を基本原則

とし、児童の安全確保を最優先とします。 

 （2）乗車前のルール 

児童は次の事項を守るものとします。 

①バスに駆け寄らない。→ バスの周囲は運転手から死角になりやすく、接触事故の危険が 

あるため。 

②バス停では列をつくり、順番を守る。→ 押し合い・ふざけによる転倒を防ぐ。 



③乗車時に乗車カードを運転手に見せる。 → 乗車確認・安全管理のため。 

（3）乗車時のルール 

①走らず、押さず、順番に乗る。 

②ステップでは手すりを持つ。 

③荷物は前に抱えるか、肩にかけたまま乗る。（引っかかり事故防止） 

（4）車内でのルール 

①シートベルトを必ず着用する。→ 発車前に担任・添乗職員が確認する。 

②座席に正しく座り、立ち歩かない。 

③声は小さく、周囲に迷惑をかけない。 → 運転の妨げになる大声・歌・ふざけは危険。 

④窓から手や顔を出さない。 

 （5）降車時のルール 

①バスが完全に停止し、運転手の合図があるまで立ち上がらない。 

②押さずに順番に降りる。 

③バスの前後を横断しない。（死角による事故防止） 

④保護者迎えの場合は、必ず指定場所で引き渡す。 

（6）緊急時の対応 

①車内で体調不良が発生した場合は、添乗職員が応急対応し、学校へ連絡する。 

②交通事故・急停車等が発生した場合は、運転手が学校と連絡を取り合い連携し、児童の安

全確保を最優先とする。 

③学校は、保護者へ BLEND（一斉）または、電話（該当児童）で保護者へ状況を随時連絡。 

④必要に応じて、警察・消防へ連絡する。 

 （7）指導の基本 

①スクールバスのルールは、学級指導・利用者集会・保護者会等で繰り返し確認する。 

②新入生には、年度はじめに「乗車指導」を実施する。 

③ルール違反が続く場合は、バス担当と事実確認した上で、担任・生徒指導・保護者と連携し

て改善を図る。 

 

 

 

 

 



5 学校施設の安全点検 

5-1 点検の目的 

「危険箇所や破損個所を早期に発見し整備する」 

学校施設の安全点検は、事故を未然に防ぐための最も基本的な取組である。廊下の段差・遊

具の劣化・フェンスの破損・階段の滑りやすさなど、日常の中で見過ごされがちな危険を早期に

発見し、対応することを目的とする。 

5-2 点検方法 

• 月 1 回実施 

• 13 日配布→20 日提出 

• 危険箇所は速やかに点検箇所担当者及び安全点検担当者が管理職へ報告 

点検結果は一覧に整理し、「緊急対応が必要な箇所」「計画的に修繕する箇所」に区分す

る。児童からの「危ないと思う場所」の声も、学級活動等で拾い上げ、点検に反映する。 

 点検を待たずに、気付いたものが報告や必要な対応（仮補修や、移動、禁止表示等）を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 児童の生活安全（生活のきまり） 

6-1 身だしなみ 

「前髪は眉が見える程度」「装飾品は禁止」 

身だしなみの指導は、単に外見を整えることを目的とするのではなく、安全面（視界の確保・

事故防止）と学習に向かう姿勢を育てることを目的とする。児童・保護者に対しては、理由を含

めて丁寧に説明する。 

 きまりから外れることについては、学校は安易に児童や保護者の要望を聞くのではなく、理

由や状況をよく聞き、必要な対応を行う。デジャブ着用等宗教上の理由で認めることがある。 

 

6-2 校内生活 

• ノーチャイムで行動 

• 廊下は右側通行 

• 特別教室へは静かに移動 

ノーチャイムでの生活は、児童が自ら時間を意識し、見通しをもって行動する力を育てること

をねらいとする。一方で、安全面に支障が出ないよう、移動時間・階段でのルール・教室内の

声の大きさなどについては、具体的に指導する。 

6-3 緊急時の連絡 

「欠席・遅刻は 8:10 までに BLEND で」 

「連絡がなく児童が登校していない場合は担任から保護者へ確認」 

 登校確認は、児童の安全確保の第一歩である。連絡がない欠席・遅刻がある場合は、「家

庭内の事故・登校中のトラブル」等の可能性を想定し、速やかに保護者へ連絡・確認する。 

6-4 所持品 

• 学習に関係のない物は持ち込まない 

• 鉛筆の本数・シャープペンの使用学年など明記 

持ち物のルールは、紛失・トラブル・事故（刃物・玩具等）を防ぐためのものである。特に高学

年では、ICT 機器・スマートフォン等の扱いについても、学校としての方針を明確にし、保護者

と共有する。 

 また、彫刻刀やカッターナイフなど日常使用はしないこととし、図工等で使用する際は、管理

や指導を確実に行うこととする。 

 



7  校外活動・移動中の安全確保（新設） 

本校は、体験を通して学びを深める教育を大切にし、コロナ禍で制限されていた伝統的な校外

活動を、近年着実に復活させてきました。遠足・社会見学・地域での体験活動・宿泊学習・修学旅

行など、子どもが世界を広げる機会は、明星小学校の学びの核となるものです。 

 その一方で、校外活動は校内以上に多様な危険が存在するため、学校は「教育的意義の最大

化」と「安全確保の万全化」を両立させる責任があります。 

 本章では、すべての校外活動を安全に実施するための原則・計画・体制・行動を明確にし、児童

が安心して挑戦できる体験活動を継続的に保障します。 

7-1 校外活動の基本原則  

・ 教育的意義を明確にする  

・ 事前説明を児童・保護者に行う  

・ 安全確保を最優先とする 

7-2 校外活動の種類 

・ 遠足（歓迎遠足・努力遠足・お別れ遠足）  

・ 社会見学（地獄・図書館・博物館・るるパーク等各学年）  

・ 宿泊学習（5 年）  

・ 修学旅行（6 年） 

7-3 計画段階の安全確保  

・ 事前実地調査を必ず行う（旅行代理店関係者等に任せてしまわない）  

・ 現地の最新情報を、訪問先・宿泊先・旅行代理店等関係者などと確認する  

・ 危険箇所（交通・水辺・土砂・動物・転倒落下しやすいもの・混雑等）を把握する 

7-4 引率体制  

・ 引率責任者、計画責任者を明確にする  

・ 必要十分（人数、男女、救護体制等）な教職員配置を行う 

・ 引率教師間での chat 等の設定と利用、引率責任者と在校責任者との定期的

な連絡で、活動状況はもとより、健康状態その他を情報共有できるようにする 

・ 班編成と児童把握を徹底する。特に、修学旅行や宿泊学習で班別行動を行う

場合、あらかじめ、児童から教職員（本部あるいは近くの教職員）への報告や

連絡体制を事前に児童に周知するとともに、学校。保護者、救急等への緊急

連絡体制を整備する 

・ 学年や学年部で事前の懇談会や BLEND で保護者への説明を丁寧に行うとと

もに、児童に対する安全指導について徹底する 



7-5 移動手段の安全  

・ 貸切バス：緑ナンバー確認・運送引受書の受領  

・ 公共交通機関：乗降ルールの指導  

・ 徒歩移動：隊形・横断方法・引率配置の標準化  

・ レンタカー：学校が借受人・運転者明記  

・ 自家用車：安全管理チェックシート使用 

7-6 活動中の安全  

・ 点呼・トイレ・休憩・道路横断等のルールを統一する  

・ 水辺活動は原則禁止（理科、探究の観察では、ライフジャケットやヘルメット等

を用意するなど安全性確保の上で、限定的な活動に留める） 

・ 特に低学年の努力遠足などでは、動物との接触ルールを明確化する  

・ 混雑時の児童把握を徹底する 

・ 骨折で松葉杖や車いす利用の児童や、衝動性が強く道路等に飛び出すなど

危険性がそうていされる児童などについては、班編制や教員配置を工夫する 

7-7 宿泊学習・修学旅行の安全  

・ 夜間見回りの体制（男女教員の分担配置、複数体制等）  

・ 入浴・就寝の安全確保（男女教員の分担による脱衣場入口付近の水濡れ・転

倒・混雑などの安全確認と、児童のプライバシーを尊重した見守り体制）  

・ 宿泊施設の避難経路確認 

7-8 緊急時対応  

・ 事故・災害・不審者・迷子の初期対応  

・ 活動中止・帰校判断基準（災害、事故、流行性疾病、迷子など）  

・ 学校（校長在校時）・法人・保護者への連絡及び帰校時や帰校後の説明や情

報提供を行う 

7-9 事後対応  

・ 記録・報告  

・ 再発防止策の検討  

・ 保護者説明 

 



8 事故・事件発生時の対応 

8-1 初期対応 

• 児童の安全確保 

• 応急処置 

• 管理職へ報告 

• 必要に応じて救急要請 

事故・事件発生時には、「原因追及」よりもまず児童の生命・身体の安全確保を優先する。

教職員は、事故の状況・時間・場所・関係児童等を簡潔に記録し、後の検証に備える。 

8-2 保護者連絡 

• 状況を正確に伝える 

• 早退が必要な場合は確認を取る 

保護者への連絡は、事実に基づき、憶測を交えずに行う。重大な事故・事件の場合は、管

理職が連絡内容を確認し、学校としての説明と個別の説明を整理した上で対応する。 

8-3 記録と報告 

• 事故報告書を作成 

• 再発防止策を検討 

重大事故に該当する場合は、文部科学省「学校事故対応に関する指針」に基づき、設置者・

県等への報告や、必要に応じて第三者を含む調査組織の設置を検討する。再発防止策は、個

人の指導にとどまらず、環境・ルール・組織体制の見直しも含めて検討する。 

 

 

 

 

 

 

 



9 情報共有・情報管理（重大事案発生時） 

9-1 目的 

本校の教職員や児童に関わって重大な事故・事件、不祥事、児童の権利侵害等が発生した

際、 児童の安全と人権を最優先に守りつつ、法人との連絡を密にしながら学校としての説明責任

を適切に果たすための情報共有・情報管理の原則と手順を定める。 

 本章は、学校保健安全法第 29 条、個人情報保護法、文部科学省「学校事故対応に関する指

針」に基づき運用する。 

9-2 基本原則 

（1）児童の最優先保護 

• 被害児童の特定につながる情報（学校・学年・性別・所属・家庭状況等）は公開しない。 

• 心理的安全の確保を最優先とし、情報公開が児童に与える影響を慎重に判断する。 

（2）事実確定前の公表禁止 

• 捜査中・調査中の段階では、誤情報・憶測を避けるため、原則として公表しない。 

• 法人・学校としての公式判断（懲戒処分等）が整った段階で一次報告を行う。 

（3）説明責任の適切な履行 

• 隠蔽と受け取られないよう、学校としての判断理由と対応方針を明確に示す。 

• 公表内容は「事実のみ」「簡潔」「必要最小限」とする。 

（4）個人情報・名誉の保護 

• 法令に基づき、被害児童・加害児童・関係職員の人権を侵害する情報は公開しない。 

• SNS・私的な場での情報発信は禁止する。 

（5）組織的対応 

• 個人判断を避け、管理職・法人・関係機関と連携して教職員全体で対応する。 

9-3 情報共有の段階（一次報告・二次報告） 

◆ 一次報告（懲戒処分決定時） 

※法人・学校としての公式判断が初めて確定する段階 

目的：保護者の不安を最小化し、学校が主体的に対応していることを示す。 

内容（限定的） 



• 教職員を懲戒処分とした事実 

• 理由は「重大な非違行為」であること 

• 捜査中のため詳細は説明できない旨 

• 児童の安全確保及び心理的ケア体制の案内 

• 今後、必要に応じて続報を行うこと 

※被害児童の特定につながる情報は一切含めない。 

◆ 二次報告（報道発生時または捜査終結時） 

目的：学校としての説明責任を果たし、誤解や憶測を防ぐ。 

内容（可能な範囲） 

• 事案の概要（被害児童が特定されない範囲） 

• 学校としての対応経緯 

• 再発防止策 

• 児童のケア体制 

• 保護者への協力依頼 

9-4 校内情報共有（教職員） 

（1）統一方針の共有 

• 一次報告と同時に、教職員へも学校としての統一方針を共有する。 

• 個別の憶測・私的発言を避け、学校としての説明（校長）に一本化する。 

（2）守秘義務の徹底 

• 被害児童・関係児童の情報は、必要最小限の職員に限定して共有する。 

• SNS・私的な会話での情報漏洩を禁止する。 

（3）児童対応の統一 

• 担任・学年団・養護教諭・スクールカウンセラー・緊急支援チーム等が連携し、児童の心理

的ケアを行う。 

• 児童への説明は、年齢に応じた最小限の情報にとどめる。 

9-5 保護者対応 

（1）説明文書の原則 

• 「事実のみ」「簡潔」「平易な表現」で統一する。 

• 公開できない情報は明確に線引きし、理由を説明する。 



（2）説明会の実施 

• 必要に応じて説明会を行う。 

• 被害児童の特定につながる質問には答えない。 

• 説明会の録音・録画は禁止する。 

（3）個別相談 

• 不安の強い保護者には個別相談を行うが、公開できない情報は共有しない。 

9-6 児童の心のケア 

（1）被害児童 

• 養護教諭・スクールカウンセラー・緊急支援チーム・管理職が連携し、継続的な支援を行

う。 

• 学校生活の調整（座席・動線・行事参加等）を必要に応じて行う。 

（2）関係児童・学級 

• 不安・動揺が強い児童には個別に声かけを行う。 

• 学級全体には、事案に触れない形で「安心して過ごせる環境づくり」を行う。 

9-7 メディア対応 

（1）窓口の一本化 

• 校長または法人が対応し、教職員は個別に応じない。 

（2）回答の原則 

• 被害児童の特定につながる情報には一切答えない。 

• 「回答できない」旨を繰り返す。 

• 憶測・推測には応じない。 

（3）校内撮影の制限 

• 校内撮影は原則禁止。必要な場合は法人と協議する。 

9-8 記録と報告 

• 事案発生から対応までの経緯を記録し、法人へ報告する。 

• 必要に応じて、県・市教育委員会へ報告する。 

• 再発防止策を検討し、マニュアルを見直し、必要な内容を反映する。 



10 アレルギー対応（食物・薬物・環境） 

 本章は、アレルギー疾患を有する児童の安全を確保するための具体的な対応を示したもので

あり、第 7 章「事故・事件発生時の対応」と一体のものとして運用する。アナフィラキシー等の緊急

事態が発生した場合は、本章の手順に従いつつ、7-1 の初期対応・7-3 の記録と報告の流れに沿

って対応する。 

10－1 基本方針 

• 児童の生命を守ることを最優先とし、アナフィラキシーを最悪の事態として想定する。 

• 全教職員が児童のアレルギー情報を共有し、誰が対応しても同じ行動ができる体制を整え

る。 

• 給食・行事・校外学習など、学校生活のすべての場面で予防を徹底する。 

10－2 情報管理 

• 入学時および年度初めに「アレルギー調査票」を提出。 

• 養護教諭が「アレルギー個別対応表（IAEP）」を作成し、担任・専科・給食担当・管理職が共

有。 

• 個別対応表には以下を明記する： 

o アレルゲン（食物・薬物・環境） 

o 症状の出方（軽度〜重度） 

o 緊急時の対応手順 

o エピペンの有無と保管場所 

o 保護者連絡先 

o 医師の指示内容 

10－3 予防（学校生活全体での対応） 

（1）給食 

• 給食調理業者と連携し、除去食・代替食の提供を行う。 

• 配膳は担任が最終確認し、誤配膳防止のダブルチェックを実施。 

• 机の配置・配膳動線を工夫し、混入を防ぐ。 

（2）教室 

• 児童の机・椅子・手指の清掃を徹底。 

• 調理実習・図工・理科で使用する材料にアレルゲンが含まれないか確認。 

（3）行事・校外学習 

• 事前に保護者と相談し、弁当・外食・体験活動のリスクを確認。 

• 旅行先・体験先にアレルギー情報を共有。 



10－4 緊急時対応（アナフィラキシー対応） 

（1）症状の早期発見 

以下の症状が複数出た場合はアナフィラキシーを疑う： 

• 皮膚：じんましん、赤み、かゆみ 

• 呼吸：ゼーゼー、息苦しさ、咳 

• 消化器：腹痛、嘔吐 

• 循環：顔面蒼白、ぐったり、意識低下 

（2）初期対応（教職員の行動） 

1. 児童を座らせ、安静にする 

2. 管理職・養護教諭へ連絡 

3. エピペンが必要な場合は速やかに使用 

4. 119 番通報（救急要請） 

5. 保護者へ連絡 

6. 救急隊へアレルギー情報を引き継ぐ 

10－5 エピペン対応 

• エピペンは担任・養護教諭・管理職が使用可能なように研修を行う。 

• 保管場所は「職員室」「担任保持」「校外学習時は携行」など、学校で統一。 

• 使用後は必ず医療機関を受診。 

10－6 教職員研修 

• 年 1 回以上、エピペン講習・アナフィラキシー対応研修を実施。 

• 新任教職員には必ず初期研修で実施。 

10－7 保護者との連携 

• 発症時の連絡方法を明確化（BLEND＋電話）。 

• 行事前には個別に確認。 

• 医師の指示書の更新を依頼。 

10－8 記録と報告 

• 発症時は「アレルギー発症報告書」を作成し、管理職・法人へ報告。 

• 再発防止策を検討し、個別対応表を更新。 

 



11 いじめ防止基本方針(別葉にて、詳細説明) 

いじめ防止基本方針を、 危機管理マニュアルの「安全確保」の章として統合したもので、詳細は別葉に

て説明しています。 

11-1 基本理念 

• いじめは児童の尊厳を侵害し、生命・身体に危険を及ぼす可能性がある。 

• 学校はいじめの防止・早期発見・迅速な対処を行う責務を負う。 

11-2 定義 

• 心理的・物理的影響を与え、児童が「心身の苦痛を感じる」行為。 

• インターネット上の行為も含む。 

11-3 防止のための取り組み 

• 道徳教育・体験活動の充実 

• 保護者・地域との連携 

• 啓発活動の実施 

11-4 早期発見 

• 学期 1 回のアンケート 

• 相談体制の整備 

• 家庭・地域との連携 

11-5 対応（簡潔版） 

• 事実確認を迅速に行い、管理職へ報告 

• 被害児童への支援 

• 加害児童への指導 

• 必要に応じて第三者を含む調査 

• 犯罪行為の疑いがある場合は警察と連携 

11-6 重大事態への対応 

• 生命・身体・財産に重大な被害の疑い 

• 長期欠席の疑い 

• 学校法人・県への報告 

• 調査組織の設置（第三者含む） 

 



12 危機管理マニュアルの運用 

12-1 年間訓練計画 

• 避難訓練（年数回） 

• 不審者対応訓練 

• 交通安全指導 

• 一斉下校訓練 

12-2 年次見直し 

• 毎年度末に改訂 

• 新たな課題を反映 

12-3 職員研修 

• 新任研修 

• 年間 2 回の危機管理研修 

12-4 周知体制 
（1）教職員：年度当初研修、季節ごとの留意点共有、緊急対応訓練 

（2）児童：避難訓練、生活指導、危険予測教育 

（3）保護者：引渡し方法、臨時休業基準、緊急連絡手段 

（4）地域・関係機関：警察・消防・自治会との連携事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



13 事業継続計画（BCP） 

13-1 目的 

本計画は、地震・風水害・感染症・停電・断水・重大事故等により、学校運営が中断または縮小

される恐れがある場合においても、 児童の安全確保を最優先としつつ、教育活動を可能な範囲

で継続するための基本方針と行動基準を示すものである。 

また、明星小学校の教育課程・学校経営方針と整合性を保ち、 「学びを止めない学校」としての

責務を果たすことを目的とする。 

13-2 基本方針 

• 児童の生命・身体の安全を最優先とする。 

• 学校機能の早期回復と教育活動の継続を図る。 

• 可能な限り通常授業を維持し、困難な場合は代替手段を講じる。 

• 教職員の参集・勤務体制を柔軟に運用する。 

• 保護者・地域・学校法人と連携し、情報共有を迅速に行う。 

• 事態の長期化を想定し、段階的な対応を行う。 

13-3 想定する事象 

学校運営に重大な影響を及ぼす以下の事象を対象とする。 

• 地震・火災・風水害・大雪等の自然災害 

• 校舎の損壊・設備の故障（停電・断水・通信障害） 

• 感染症の流行（学級閉鎖・学年閉鎖・学校閉鎖） 

• 重大事故・事件 

• 教職員の大量欠勤 

• 給食停止・通学手段の喪失 

• その他、学校機能の維持が困難となる事象 

13-4 優先業務（学校として継続すべき業務） 

事態発生時においても、以下の業務を優先して継続する。 

1. 児童の安全確保・避難・保護 

2. 保護者・関係機関への連絡体制の維持 

3. 児童の学習機会の確保（対面・オンライン） 

4. 学校施設の安全点検と復旧作業 

5. 給食・水・衛生環境の確保（可能な範囲で） 

6. 教職員の勤務体制の維持と代替配置 

7. 学校法人・行政への報告 



13-5 教育活動の継続レベル（フェーズ区分） 
事態の深刻度に応じて、以下の 3 段階で教育活動を運用する。 

フェーズ 1：通常授業（軽度の影響） 

• 校舎・設備に大きな支障なし 

• 欠席者は一部 

• 通常の教育課程を維持 

フェーズ 2：縮小授業（中程度の影響） 

• 一部教室の使用不可 

• 教職員の欠勤増 

• 給食停止・短縮授業 

• 特別教室の代替利用 

• 分散登校・時差登校を実施 

フェーズ 3：代替授業（重大な影響） 

• 校舎の一部または全体が使用不可 

• 感染症等で登校が困難 

• オンライン授業・家庭学習を中心に実施 

• 学校法人・行政と協議し、再開基準を設定 

13-6 代替手段（教育活動を継続するための方法） 

① 教室・施設の代替利用 

• 特別教室（音楽室・家庭科室・PC 室・理科室・図書館・図工室・書道室等）の転用 

• 体育館の分割利用 

• 法人施設（明豊キャンパス、石垣キャンパス等）の一時利用（協議の上） 

② ICT を活用した学習 

• オンライン授業（Zoom・Teams 等） 

• デジタルドリル・動画配信 

• プリント配布やノートに整理などによる家庭学習 

③ 給食停止時の対応 

• 弁当持参 

• 短縮授業への移行 

• 衛生管理の強化 

④ 通学困難時の対応 



• 一斉下校の実施 

• 保護者送迎の推奨 

• バス・JR 運行停止時の特別措置 

13-7 教職員の参集基準 

① 災害時 

• 安全が確認できた教職員から順次参集 

• 参集困難な場合は無理をしない 

• 校長・教頭は可能な限り早期に参集し、状況把握を行う 

② 感染症流行時 

• 発熱・体調不良者は出勤停止 

• 代替配置を行い、学級運営を維持 

• 必要に応じて学級閉鎖・学年閉鎖を判断 

13-8 連絡体制 

• BLEND による一斉配信 

• 教職員間のグループ連絡網 

• 法人・行政・消防・警察との連携 

• 保護者への状況説明は正確かつ迅速に行う 

13-9 復旧手順 

1. 安全確認（校舎・設備・通学路） 

2. 被害状況の記録と報告（法人・行政） 

3. 復旧作業の優先順位決定 

4. 教育活動の段階的再開（フェーズ 3→1 へ） 

5. 児童・保護者への説明 

6. 事後検証と改善策の策定 

13-10 年次見直し 

• 毎年度末に見直しを行い、 災害・事故・感染症対応の経験を反映する。 

• 教職員研修において BCP の理解を深め、 実効性を高める。 

 

 

 

 



14 児童への生徒指導・懲戒・別室指導に関する校内規程 

14-1 目的 

本規程は、学校教育法第 13 条及び文部科学省通知に基づき、児童の学習権と尊厳を守りつ

つ、適正な懲戒及び生徒指導を行うための校内基準を定めるものである。 本規程に反する指導

は、教職員としての非違行為に該当する場合があり、児童の安全確保の観点から厳に慎む。 

14-2 基本原則（学習権保障・教育的配慮・必要最小限の懲戒・体罰禁止） 

生徒指導は以下を基本とする。 

1. 学習権の保障 

2. 児童理解に基づく教育的配慮 

3. 必要最小限の懲戒 

4. 体罰の禁止 

5. 記録と組織的対応 

 14-3 初動対応・事実確認・保護者連絡 

 （1）事案発生時の初動対応 

1. 安全確保を最優先とする。  周囲の児童を安全な場所に誘導し、必要に応じて学年主任・

生徒指導主任・管理職へ応援を要請する。 

2. 児童の行動の止め方  (1) 大声での叱責を避け、短い指示語（例：「止まろう」「離れよう」）

で制止する。  (2) 身体拘束は原則禁止。ただし、他児童の生命・身体に危険がある場合

に限り、最小限の介入を複数職員で行う。  (3) 興奮状態が続く場合は、別室指導の原則

（第 14-5）に基づき、安全に誘導する。 

3. 感情的指導の禁止  第 14-4 に定める不適切指導（威圧的・侮辱的言動等）を初動対応に

も適用する。 

（2）聞き取り調査の手順 

1. 事実確認の原則  (1) 児童が落ち着いた後、静かな場所で実施する。  (2) 1 対 1 を避

け、複数職員で立ち会う。  (3) 誘導的な質問を避け、児童の言葉を尊重する。  (4) 記録

は「事実」「児童の発言」「職員の判断」を区別して記述する。 

2. 関係児童への聞き取り  (1) 児童同士を対面させない。  (2) プライバシーを守り、内容を

他児童に漏らさない。  (3) 必要に応じて特別支援コーディネーター、養護教諭、生徒指導

主任等が同席する。 

（3）保護者への連絡・了解の取り方 



1. 初動連絡の原則  (1) 暴力・けが・重大トラブル等は当日中に連絡する。  (2) 連絡内容は

「事実」「学校の対応」「今後の見通し」を簡潔に伝える。  (3) 連絡前に学年主任・管理職と

情報を共有する。 

2. 了解の取り方  (1) 「了解を得る」ではなく、「学校として説明し、理解を得る」姿勢で臨む。  

(2) 保護者の意向を丁寧に聴取しつつ、学校の判断基準（本規程）を説明する。  (3) 感情

的な場面では管理職が同席し、職員の心理的安全を確保する。 

（4）保護者から文書回答を求められた場合の対応 

1. 原則：学校は個別事案に対する文書回答を行わない。  理由：児童のプライバシー保護／

他児童情報の非開示／誤解・拡散防止／校内規程に基づく面談原則。 

2. 標準的な断り方（例）  「児童のプライバシー保護および他児童に関する情報の取扱いの

観点から、文書での回答は行っておりません。学校としての対応や経過につきましては、

面談にて丁寧にご説明いたします。」 

3. 強い要望がある場合は校長が前面に立ち、職員を守る。 

（5）懲戒に至る前の配慮事項 

1. 段階的対応  (1) 初動対応  (2) 聞き取り・記録  (3) 学年・生徒指導・特別支援で共有  

(4) 保護者との協働  (5) 校内委員会での検討  (6) 改善が見られない場合に懲戒を検討

する。 

2. 懲戒は最後の手段であることを明記する。 

14－4 懲戒の基準 

（1）懲戒の定義 

教育的目的のもと、行動改善を促すために行う指導をいう。 

（2）懲戒の原則 

• 教育的目的が明確 

• 必要最小限 

• 人格の尊重 

• 学習権を侵害しない 

• 記録を残す 

（3）懲戒として認められる行為 

• 口頭での注意 

• 座席移動 

• 教室内の短時間クールダウン 

• 提出物・生活習慣指導 

• 保護者連絡 



• 校内委員会での検討 

 14-4 体罰に該当する行為（禁止） 

（1）体罰の禁止 

学校教育法第 11 条に基づき、体罰を加えてはならない。 

（2）体罰に該当する行為 

• 叩く・蹴る等の身体的苦痛 

• 正座・腕立て伏せ等の罰的強制 

• 廊下に立たせる・教室に入れない 

• 長時間の別室隔離 

• 教師が怒りに任せて授業放棄 

• 人格否定的叱責（例：「ダメな子」「ひどいクラス」） 

（3）体罰ではないが不適切指導 

• 無関係児童を含む集団叱責 

• 威圧的・侮辱的言動 

• 学習権の不当な制限 

• 教師の退出による授業停止 

14-5 別室指導の手順 

（1）位置付け 

授業妨害等により学習環境の維持が困難な場合に、短時間・教育的目的で行う懲戒形態。 

（2）原則 

• 目的を明確にする 

• 原則 1 授業以内 

• 安全確保 

• 1：1 にせず複数体制（管理職・主任等） 

• 記録を残し、管理職へ報告 

• 児童の尊厳を守る 

（3）手順 

1. 授業者が学年主任・生徒指導主任・管理職に応援要請 

2. 児童を安全に別室へ誘導 

3. 落ち着くまで見守り、必要に応じて個別指導 



4. 指導後、授業者・主任・管理職で共有 

5. 記録を残し、継続支援は校内委員会で検討 

14-6 組織的対応 

• 問題行動が継続する場合は、学年・生徒指導・特別支援・管理職が連携 

• 必要に応じて保護者と協働 

• 記録を必ず残し、校内で共有 

 14-7 附則 

• 施行日：令和 8 年 4 月 1 日 

• 改 訂：令和 8 年 6 月 30 日 

• 改 訂：令和 8 年 7 月 6 日 

• 毎年度見直しを行う 

• 校内研修で全教職員に周知 

＜参考＞学則第 36条の懲戒について（日常の懲戒ではなく、法令に基づく重いもの） 

児童がこの学則、その他本校の定める諸規則を守らず、その本分に反する行為のあったときは、

校長は懲戒を行う。 

2 懲戒は、訓告及び退学とする。 

3 前項の退学は、次の各号の一に該当する児童に対して行うものとする。 

（1）性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

（2）学力劣等で、成業の見込みのない者 

（3）正当な理由なくて出席常でない者 

（4）学校の秩序を乱し、その他本校の児童としての本分に反した者 

4 訓告は、前項各号の一に該当し、改悛の情が明らかな者に行う。 

※本条は学校教育法第11条に基づく懲戒で、日常の懲戒ではなく退学等に係るもの。 

 


